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データファイルの位置づけと構成 
 

本データファイルは、松戸市パートナーシップ推進委員会の調査・研究ワーキングチームにおける検討の成

果を取りまとめたものである。このデータファイルは、庁内各部局の管理職１０名で構成される推進委員会へ

上程され、新しい時代のパートナーシップの構築へ向けた行政における検討報告書を作成していくための資料

として活用されることになる。データファイルという性格上、部分的に脈絡をトレースしづらい部分が存在す

る可能性もある。そこで本紙において、全体の構成とそれぞれの目的等について以下に簡単に表現する。 
 

「パートナーシップに過大なロマンを抱くことは禁物である」とは、世田谷ボランティア協会理事長

の興梠
こうろき

さんのコメントである。過大とまではいかなくとも、パートナーシップに大きな期待を寄せる時

代が到来した。時として過大なロマンは、不明快なままの状況が生みの親となることがある。「パート

ナーシップとは何か？」あれは妄想であったということの無いように、ワーキングチームでは、まずは

この問題に向き合うことからスタートした。ファイル全体の大構成は、以下の４つである。 
 
１ 新しい時代尺度としてのパートナーシップをつかむ 
先達の書をテキストとしてパートナーシップの要点をつかんだ。同じテキストを読んでいても、それ

ぞれの人がつかむポイントがズレてくる。こういった違う感性や捉え方があるからこそパートナーシッ

プの世界を思考する状況が生じるのである。そこで、このズレを資源として、３つのグループごとに、

互いの微妙な受け取り方の違いへの理解を深めながらパートナーシップの要点を構造化していった。 
 
２ パートナーシップ構築へ向けてのゼロポイントの確認 
松戸市のパートナーシップ事情を、市役所職員の意識とこれまでの施策史の２つの観点から掌握した

この目的は、現況をパートナーシップの展開に向けたゼロポイントとして捉えて、これを多くの人と

共有したうえで目指すべき方向とゴールを設定していくことにある。 
具体的には、前段で整理されたパートナーシップの要点に照らしながら設問を構成し、身近な市職員

へパートナーシップに関する現況意識アンケートを実施した。また各委員の所属部署のこれまでの施策

を振り返り、「市民からの意向受信に力点のあった事業（From）」「市民ニーズを思いやりながら行政の
みで取り組んできた主な事業（For）」「市民と共に取り組む事業（With）」を抽出して松戸市のパートナ
ーシップ的施策年表を作成した。これら2つの資料から読みとることのできる現実と、今後想定してい
きたいパートナーシップ型社会としてのゴールとのギャップに向き合う工夫が今後の課題である。 

 
３ パートナーシップ展開イメージの思考 
パートナーシップの取り組みは、実践の中でこそ磨きがかかる。そこで、これまで公的な領域を担当

してきた経験を持つ行政からパートナーシップ事業へ向けたシュミレーション企画書を作成した。作成

にあたっては、既存事業に着想のきっかけを求めながらも、実現へ向けた取り組みや達成目標は、市民

や行政というフレームを超えたものをイメージするように努めた。シュミレーション企画書づくりとい

う新しい試みは、苦戦する場面を抱えながらも形をなすことができた力作である。そして、これらの企

画書から普遍的に学ぶことのできる観点を抽出するために、3つの観点からさらに本質的な取り組みへ
展開していくための知恵を集約するところまで研究を進めた。 

 
４ パートナーシップ調査・研究体験を踏まえたメッセージ 

10回にわたるワークショップ型研究会ならびに膨大な課題に向き合う中で、さまざまな実態に出会い
新しい着想を得ることができた。パートナーシップという取り組みに対して、市役所という組織体制と

して、さらには市役所職員として解き明かしていくべきテーマあるいは向き合っていくべき課題を表現

要約した。私たちも含めて、これらのメッセージに前向きに取り組んでいきたい。 
 
最後に、果敢に取り組んでこられた皆様に敬意を表すとともに思いを共有させていただきましたことに感謝いたします

松戸市パートナーシップ推進委員会 調査・研究ワーキングチーム コーディネーター 菅 博嗣
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Ⅰ 調査・研究ワーキングの概要

1 位置付けと目的 
本市では、「市民に対して画一的かつ一方的にサービスを提供する」これまでの市民

との関係を超えて、「市民と行政が共に考え、共に汗を流す」新しい時代のパートナ

ーシップの構築とその推進に取り組む庁内体制を整備することを目指して、平成１４

年５月１５日に松戸市パートナーシップ推進委員会（以下、推進委員会という）を設

置した。 

推進委員会の所掌事務は、「新しい時代のパートナーシップの構築と推進を図るため

に必要な庁内検討及び庁内調整に関すること」及び、「その他新しい時代のパートナ

ーシップの構築と推進を図るために必要な事項に関すること」となっており、各企画

管理室の管理職（８名）、政策調整課の管理職（１名）、ボランティア担当室長の１0

名で構成されている。 

平成１４年度に推進委員会が 6 回開催され、平成１５年４月に推進委員会の下部組

織として、「松戸市パートナーシップ推進委員会調査・研究ワーキングチーム（以下、

ワーキングチームという）を設置し、平成１５年９月までに調査・研究結果を推進委

員会に報告することになった。 

このワーキングチームの目的は、本市が新しい時代のパートナーシップを構築し推

進していくためには、行政としてどのような考え方を持ち、どのような庁内体制を整

える必要があるか等の調査・研究を行うことである。 

以下に、「市民と行政が共に考え、共に汗を流す」新しい時代のパートナーシップを

構築するための取り組みを示す。 

 

◆松戸市パートナーシップ条例策定委員会 

市 長 

行 政 
◆ 松戸市パートナーシップ推進委員会 

市 民 
◆ 松戸市パートナーシップ検討委員会 

 
 

パートナーシップ 

ワーキンググループ 

サポートセンター 

ワーキンググループ 

松戸市パートナーシップ推進委員会

調査・研究ワーキングチーム 

（設置） （報告） （設置）

（報  告）（提  言）

（設置予定） 
まつど市民活動 

サポートセンター 

（提言）
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◆ 松戸市パートナーシップ条例策定委員会とは？ 
本年１０月に、市民（松戸市パートナーシップ検討委員会）と行政（松戸市パート

ナーシップ推進委員会）の両サイドから市長へ、それぞれの立場で新しい時代のパー

トナーシップを構築・推進するための考え方等が提言及び報告される。 
そして、次のステップとして、新しい時代のパートナーシップを構築し、制度や仕

組みづくりに取り組むために、市民と行政がお互いの立場や違いを認め合い、共に考

え共に汗を流す協働作業を通じて、松戸市パートナーシップ条例を策定していく。 
条例策定委員会の構成や任期については、本年１０月の提言及び報告の後に検討す

る。 
 
◆ 松戸市パートナーシップ検討委員会とは？ 
平成１４年６月に、公募市民を中心として、「新しい時代のパートナーシップの構築

に向けた基本的な理念や方針（テーマ 1）」「ボランティア・ＮＰＯ等の公益的な市民
活動が市内で益々発展するための方策（テーマ２）」「まつど市民活動サポートセンタ

ーの機能・管理・運営のあり方（テーマ３）」の３つのテーマについて検討するため

に組織された。 
平成１４年１０月には、テーマ３についての中間提言がなされ、その提言に基づき

平成１５年１月に、まつど市民活動サポートセンターがオープンした。 
その後、テーマ１及び２について検討を行う「パートナーシップワーキンググルー

プ」と、テーマ３について検討を行う「サポートセンターワーキンググループ」が設

置された。パートナーシップワーキンググループには、「参加の仕組みづくり」「市民

活動の位置付け」「評価＆資金」の３つの研究会が設置され、サポートセンターワー

キンググループには、「機能・サービス」「センター運営」「講座・イベント」の３つ

の研究会が設置された。その他にも、進行グループや広報ワーキンググループ等の組

織が設置され、平成１４年６月から平成１５年９月までに、約１７０回の活動がなさ

れ、ここで得られた成果に基づいて、本年１０月に市長に対して提言を行う。 
現在の委員会の構成は、学識経験者１名（千葉大学園芸学部助教授 木下勇）、専門

委員１名（社会福祉法人世田谷ボランティア協会事業部長 山崎富一）、公募市民５

６名（交通費のみ実費弁償する形で参加）であり、任期を平成１４年６月から平成１

５年１０月としている。 
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2 構成メンバー 
ワーキングチームは、推進委員会で決定された、ボランティア・ＮＰＯ等の市民活

動と係わりが深い２０課を選定し、２０課の所属長より推薦された２０名で構成した。 

併せて、庁内刷新行動計画に則り全庁公募を行った。募集対象者はパートナーシッ

プの推進や市民活動の推進に関心のある主幹以下の職員とし、応募条件として、「パ

ートナーシップ構築の前提条件とは何か」「パートナーシップの具体的な組み方はど

うあるべきか」「市民活動と行政の係わり」「市民活動発展の方策」の４つのテーマの

内、１テーマについて１，０００字程度で作文を提出することとし、２名の職員から

次のような作文が提出された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①「松戸市パートナーシップについて」 

近年、市民の意識が高まり、自分たちの地域のことは自分たちで解決していこうとする働きが強くなり、

様々なＮＰＯやボランティア活動が生まれています。こうした動きがある一方、自治体の動きはまだ活発と

は言えない面が多いと思います。 

福祉の分野でも基礎構造改革の流れから見られるように、役所が全ての分野に「口を出す」という時代か

ら民間の団体や個人が共に同じテーブルについて議論し合う時代に変わりつつあり、公私の分担が求められ

るようになってきました。更に地域社会の成熟により、松戸市においても地方分権が推進され、地方自治体

の役割は一層重要になっています。その様な背景の中で、パートナーシップという言葉を耳にする機会が多

くなってきました。それは、パートナーシップとはフランクかつ緊張感を持った関係であり、自治体の政策

にはパートナーシップが不可欠なものだからだと思います。 

これからの自治体は、ＮＰＯや企業等の様々な構成員のポテンシャル（創意工夫の発揮）を十分に引き出

す為に、その地域最適水準等を踏まえた環境整備及びコーディネーター的な役割や責任は大きくなると考え

ます。その為自治体は、各団体の活動に注目しながら共通領域の迅速な精査が求められ、そこから自己責任

も明確化されて政策が生まれます。それらに力を入れることに加え、市民の真実の需要から遊離してしまわ

ないために、成果指標を揚げた積極的な情報提供をしていかなければならないと考えます。それにより市民

と行政の距離も近くなるといった様々な相乗効果のみならず、行政への信頼が向上します。言い換えれば自

治体にとってはパートナーシップが生き残る道でもあると言えます。 

今後、私は、「市民と行政が共に考え、共に汗を流す」新しい時代のパートナーシップ構築とその推進に

取り組む庁内体制の整備をする為に、パートナーシップ構築条件と具体案・新時代の担い手としての松戸市

の係わり方・各団体への支援及び役割等を謙虚かつ積極的に学び、様々な考え方や視点を吸収し、その意義

を真剣に考えて行きたいと考えております。今の私は、市民と行政とのパートナーシップの領域やパートナ

ーシップそのものに内在する構造的な限界等は見えておりませんが、１つ 1つを消化しながら、目的達成を

共に目指して真剣かつ楽しく取り組んで参ります。そして、何より松戸市民が幸せだと感じる政策を打ち出

し、自ら行動していける人材に成長したいと考えております。
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以上２点の作文を推進委員会で審査した結果、２名共に公募委員として選出するこ

とが決定され、合計２２名体制のワーキングチームが構成された。 

更に、ワーキングの進行役と作業を総合的にコーディネートする専門家として、本

市在住の菅博嗣氏に「松戸市パートナーシップ推進委員会調査研究ワーキングチーム

コーディネーター」を依頼した。 

また、全１０回のワーキングの前半はワークショップ形式（以下ＷＳという。）が中

心となるため、２２名を３班体制にした。３班の分類については、全員の入所以来の

配属先を「市民と接触する機会が多い所属・少ない所属・中間の所属」に分け、各委

員の市民との接触度を数値化し、市民と接触する機会が多い委員の班（班名：まつど

まんじゅう）、少ない委員の班（班名：プロジェクトＣ〔ＰＪＣ〕）、中間の委員の班

（班名：ディスカバリー松戸）となった。 

②「新しい時代のパートナーシップを構築するための前提条件とは何か」 
パートナーシップを構築するための前提条件とは何か。第１に行政側の市民に対する意識改革、第２に積

極的な情報公開とコミュニケーション方法の確立、第３に市民活動団体の育成があると考えます。 

第１に行政側の市民に対する意識改革とは、行政における市民は、顧客と主権者と言う二面性を持ってお

り、今までの行政は、市民を顧客という視点に少し偏りすぎてきたのではないかと思われます。 

現在まで行政は、市民を顧客としていかに扱うかを懸命に職員に研修等を通して教育してきたと認識して

います。しかしこれからは市民を顧客として扱うだけでなく、対等の立場で共同事業者として迎え入れる努

力をしなければなりません。 

行政側が市民を顧客として意識しすぎると、対等の立場という観点が抜けてしまいコミュニケーションが

不足してしまいがちです。さらに重要なのは、「市民は市民参加により得た結果に幸福感を感じるのではな

く、参加するプロセスに満足する」ということであり、行政側はこのことを意識して進めなければならない

と考えます。 

第２に積極的な情報公開とコミュニケーション方法の確立とは、情報公開における情報共有は、市民の参

加を即す最も基礎的な部分であり、情報の共有がなければコミュニケーションのとりようが無いと考えられ

ます。そして、この為のツールとして ITが非常に大きな力を発揮すると考えます。 

第 3に市民活動団体の育成とは、市民とパートナーシップを構築する為には、市民組織が必要であります。

それは、立場が対等であるということだけでなく、その知識においても対等でなければなりません。その代

表的な形が NPO であると考えられ、これらを育成することが、パートナーシップを構築する核になると考

えられます。しかし、現在の日本において NPO のレベルが行政側と対等になっているとは言い難く、この

育成がパートナーシップ構築の最大の課題であり前提条件と考えます。 
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3 開催日と概要 
 平成１５年５月７日に第１回目のワーキングが開催され、基本的に毎月第１・第３

水曜日の９：００～１２：００にグループワークを開催し、１２：００～１２：３０

までを、当日のワーキングの振り返りや今後の展望のための昼食ミーティングに充て

た。ワーキングの合間には、毎回、各委員に対してホームワーク（以下ＨＷという。）

が出された。 

また、平成１５年７月６日（日）には、松戸市パートナーシップ検討委員会主催に

よる「パートナーシップ・市民フォーラム」が開催され、各委員に対して自己研鑽の

機会として出席を呼びかけたところ、当日７人の委員の参加があった。フォーラムで

は、松戸市パートナーシップ検討委員会の検討経過の説明、興梠寛氏（社会福祉法人

世田谷ボランティア協会理事長）・松原明氏（シーズ＝市民活動を支える制度をつく

る会事務局長）・木下勇氏（松戸市パートナーシップ検討委員会委員長）による鼎談

「パートナーシップで何が変わるの？」や、パネルディスカッションにて、パートナ

ーシップに関する見識を深めることができた。 

ワーキングでの取り組み概要は、前半では「市職員のパートナーシップの現況把握」

「本市のパートナーシップの変遷」「世間で言われているパートナーシップ論」を主

に行い、後半は前半で学んだパートナーシップ論の成果を、具体的な事業展開で示す

ための「パートナーシップ事業のシミュレーション」を主に行い、シミュレーション

の精度を更にアップさせる作業に力点をおいた。そして最後に「ワーキングチームか

らのメッセージ」を取りまとめ、平成１５年９月２９日の市長及び推進委員会への報

告会まで、延べ１０回のワーキングと、個人並びにグループ毎の検討が重ねられた。 
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ワーキングチームでの検討の経緯 ※ＨＷ＝持ち帰り個人課題

ＷＳ＝ワークショップ

第１回
５月７日

第２回
５月２１日

第３回
６月４日

第４回
６月１８日

第５回
７月２日

Ⅱ　世間で言われているパー
トナーシップって何？
についての調査・研究

Ⅲ　これまで公共を担ってきた行政の視点から見た
松戸市のパートナーシップ
についての調査・研究

第６回
７月１６日

第７回
８月６日

第８回
８月２２日

第９回
９月３日

第１０回
９月２９日
市長・推進委
員会への報告

Ⅳ　シミュレーションファイル
についての調査・研究

Ⅴ　ワーキングチー
ムからのメッセージ
についての調査・研究

●「新しい公共と自治体」を読ん
でキーワードを３つ抽出する
（ＨＷ①）

●自己紹介カードの作成（ＨＷ②）
●パートナーシップへの期待と不安を表現する（ＷＳ①）

●最終シミュレーションと絵日記の作成（ＨＷ⑭）

●政策変遷史の作成（ＨＷ③）
●パートナーシップへの期待と不安の構造化（ＷＳ②）
●アンケート票の設問づくり「松戸市職員は今？」

●パートナーシップに関する現況意識アンケートの依頼及び回収（ＨＷ④）
●アンケート調査での体験感の構造化（ＷＳ③）
●政策変遷史よりパートナーシップ的事業（WITH）の選出＆評価（ＷＳ④）

●パートナーシップに関する現況意識ア
ンケートの集計

●「新しい公共と自治体」を再読し重要な個
所を抽出する（ＨＷ⑤）
●世の中で語られているパートナーシップ論
の掌握整理
（「新しい公共と自治体」から・ＷＳ⑤）

●松戸市のパートナーシップ的足跡を学ぶ
（すぐやる課と河川清流課より）●「読書のすすめ」作成（ＨＷ⑦）

●シミュレーション案の作成１（ＨＷ⑧）
●現行事業のパートナーシップ化提案（シミュレーション①）

●シミュレーション案作成２（ＨＷ⑨）
●現行事業のパートナーシップ化提案（シミュレーション②）

●シミュレーション案の精度アップ１（ＨＷ⑩）
●松戸市パートナーシップ検討委員会委員長・副委員長への質問抽出（ＨＷ⑪）
●現行事業のパートナーシップ化のために先進事例を学ぶ
（松戸市パートナーシップ検討委員会委員長・副委員長より）

●シミュレーション案の精度アップ２（ＨＷ⑫）
●現行事業のパートナーシップ化提案
（シミュレーション③）

●ワーキングチームからのメッセー
ジ文を作成（ＨＷ⑬）
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Ⅱ 世間で言われているパートナーシップって何？ 

 本市が新しい時代のパートナーシップを構築・推進していくためには、パートナー

シップという概念が、松戸市という狭い地域だけでなく、世間一般でどのように言わ

れているかを知る必要がある。 
そこでワーキングチームでは、横浜市役所の職員として日常的に市民と接しながら、

時間をかけて自らのパートナーシップ論を構築した、松下啓一氏の著書「新しい公共

と自治体－自治体はなぜＮＰＯとパートナーシップを組まなければいけないのか－」

を参考図書として２０冊用意して、全員が読んだ。 

そして、この本の中から、キーワード及び重要な個所を抽出し、世間で言われてい

るパートナーシップ論として掌握整理した。 

併せて、庁内において世間で言われているパートナーシップ論の共有を図るために、

各本部長、ワーキングチームメンバーの所属長、推進委員会委員をはじめ、様々な職

員に「読書のすすめのしおり」を配布しながら、「新しい公共と自治体」を読むこと

を勧めた。「読書のすすめのしおり」は、ワーキングチームメンバーの感想に基づい

た表現で、本書をより多くの人に読んでもらうキッカケとして作成したものである。 

  

松下啓一著「新しい公共と自治体」信山社 読書のすすめのしおり 
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２　ワーキングチームとしてのパートナーシップの要点

各人が「新しい公共と自治体」から抽出したパートナーシップを論じる際の重要な個所（●印
で表示）を、１３の近似した項目で分類整理した。班毎に行った成果を全体で共有し、再構築
したものであり、これからパートナーシップ事業の展開を検討していく際のチェックポイント
として活用していきたい。

２　ＮＰＯの定義
(1)公共領域での社会公益活動
(2)継続的・安定的に公共を担うことが可能な組
織
(3)民間組織
(4)非営利（利益分配しない）
(5)自立性・自発性

(6)ボランティア性（必要条件ではないが）

●ＮＰＯの定義、公共的課題に取り組み利益
を活動のために再投資し、自律性、自立性が
必要である
●利益を配当しなければ非営利

６　企業の社会貢献活動
●全体をセットで見れば会社も同じ
●企業は社会貢献をやめることができない

５　自治会･町内会の役割と機能
●自治会・町内会の機能を活かす
●パートナーの相手は？町会や自治会は行政
連絡等や地域の生活機能を充実させる為に重
要な役割を持っていると思いますが、町会に
入っていない同地域の人からは批判を受ける
ことが多々あります
●同じＮＰＯと捉えることで自治会、町内会
の市民性や公共性を強めるきっかけになる

３　政策の対象としてのＮＰＯ
●ＮＰＯ・ボランティア
●ＮＰＯとパートナーシップ

1　パートナーシップ（市民参加）
型の政策プロセス
●自治体は、市民やＮＰＯと連携した政策
は、強い政策力を発揮する
●計画段階から関係者と協議をつくすこと
によって、円滑に事業が推進される
●政策領域を明確にする
●結論を出すことは大事だがプロセスが重
要である
●パートナーシップこそが自治体の生き残
る道
●プロセス評価
●パートナーシップあっての自治体
●市民は被害者でもあり加害者でもある
●なぜ今、自治体とＮＰＯがパートナー
シップを組まなければならないのか？これ
はナショナルミニマム時代が終わりシビル
ミニマム時代へ社会が動き始めているから
●自治体と市民との信頼関係　計画→実施
→評価
●自治体は、なぜＮＰＯとパートナーシッ
プを組むのか？それは、自治体にとって
パートナーシップこそが生きる道でもある
から
●自治体にとっては、パートナーシップこ
そが生き残る道
●パートナーシップが必要なのは、「ニー
ズからウォンツへ」
●行政内部では問題点や改善点が見つけに

市 連

４　パートナーシップを進める六
つの原則
　「対等」、「自主尊重」、「自立化」、
「相互理解」、「目的共存」、「公開」

●米国と日本の違い。国民性の違いから自
立、自助、自己責任を基本とするパート
ナーシップがうまく機能するか？
●協働･支援の仕組み・ルールをつくる
●市民活動との協働に関する基本方針づく
り
●協働の仕組みの確立
●情報公開
●パートナーシップの課題、市民への情報
の積極的な提供
●お互いの関係を公開して行く
●相互理解と相互尊重
●共通の目標認識
●自治体とNPOとが協働関係を築くにあ
たっての基本的な六つの原則　「対等」、
「自主尊重」、「自立化」、「相互理
解」、「目的共存」、「公開」
●情報の積極的な提供
●パ-トナーシップでは、情報の積極的な
提供が重要
●自治体とＮＰＯのパートナーシップを進
めるためには、それぞれの原則を尊重しな
がら対等な主体関係を作っていく事が大切
●自治体とＮＰＯとの新しい関係は、自
立・自己責任を基本としつつ、相互に対等
でオープンな関係を目指すもの
●フランクかつ緊張感を持った関係、これ
はパートナーシップの要諦です
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１０　行政依存
●官が入っているので必ず批判は官が受ける

７　公共領域の再構築
（区分：自治体の独自領域、協働領域、市民

（ＮＰＯ）の独自領域）

●公共とＮＰＯの関係、２つの形態が考え
られる。公私二分論は垂直的な関係、一
方、公共共担論は水平的な関係で、市民
ニーズへの対応が適正となり自治体の変革
をもたらす
●公民パートナーシップ、公的サービスの
民間開放で公共部門の減少を図り、民間部
門に新たなビジネスチャンスを与える事に
より、経済の活性化へとつながる
●ＮＰＯは公共領域を担う独自のセクター
●自治体とＮＰＯが対等に協力、協働する
場合が最もパートナーシップらしい公共領
域
●ＮＰＯにできることはＮＰＯに
●公共は政府と民間が担っている
●公共領域の区分
●ＰＰＰ
●市民原理（？）と市場原理
●民でできるものは民で
●ローカル･オプティマム（地域最適水
準）
●公共領域の市民化「民間でできることは
民間で」仕事の配分、明確さ

８　パートナーシップ方式のチェッ
クポイント
一緒にやることで、
(1)サービスの質・量が充実するか
(2)コストの低減が図られるか
(3)ＮＰＯの特性を活かすことができるか
(4)一緒にやるにふさわしいＮＰＯはいるか
(5)関係者の意識、能力などが高まり、今後の信

頼関係が深まるか

●パートナーシップの可能性及び意義・効果
の検討

１３　パートナーシップ型事業に馴
染む事業（歓迎型事業）
●歓迎型事業、地域で歓迎される事業の事
で、パートナーシップに馴染む形態である。
みんなが知恵を出し合い愛着が湧く。よって
市民が主体的に行う事が可能となる。

９　パートナーシップによるまちづく
り
●まちづくりこそが究極のパートナーシップ型

１２　パートナーシップの形態
（委託、補助・助成、後援、共催、事業協力、

仲介・調整、政策提言、活動支援、条件整備）

●パートナーシップの形態（委託、補助、事
業協力等）
●委託と補助の必要性について考える
●委託は受託側の創意工夫を発揮する余地が
乏しい点が問題
●行政の支援策の仕組みを明確にする

１１　パートナーシップを進める
４つのポイント
(1)自治体の意識を改革する
(2)ＮＰＯのパワーをつける
(3)協働の仕組みをつくる

(4)実際に一緒にやってみる

●パートナーシップの制度と条例
●自治体側の意識改革
●自治体でなればできないことは何か？
（存在意義）
●自治体（行政）の意識を変革することが
必要
●自治体の意識を変革する
●自治体とＮＰＯがパートナーシップを築
いて行くための第一歩は、それぞれの意識
改革です。
●相互の意識改革　対等性の確保、コスト
意識
●当事者間の協議で決定するというパート
ナーシップそのものに内在する構造的な限
界がある
●市民と行政が実際に一緒に行動すること
が重要
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Ⅲ これまで公共を担ってきた行政の視点から見た松戸市のパートナーシップ 

松戸市においてパートナーシップの構築を進めるためには、本市ならではのパート

ナーシップの履歴と、パートナーシップに取り組んでいく松戸市職員の現況意識も知

る必要がある。本節では、松戸市のこれまでの施策を概観しながら、パートナーシッ

プ的事業を抽出した成果並びに、身近な松戸市職員にアットランダムに行ったパート

ナーシップに関する意識アンケートの結果について述べる。 

 

1 松戸市におけるパートナーシップ的事業の系譜 
 
（１）パートナーシップ的事業の抽出 
本市におけるパートナーシップ的思考の経緯を調査・研究するために、ワーキング

チーム委員の所属において、従来の事業から、パートナーシップ的施策を抽出した。

パートナーシップ的施策の抽出は、市民との対話をどのように行ってきたかという点

に注目して、行政から市民への情報ならびに施策の提供スタイルを改めた事業（ＦＯ

Ｒ）、市民から行政への要望や意見の受入れスタイルを改めた事業（ＦＲＯＭ）、そし

て、パートナーシップの眼目である市民と共に取り組むようになった事業（ＷＩＴＨ）

という３つの観点で行った。 
 
（２）パートナーシップ的事業の系譜 
全委員からの抽出成果を、パートナーシップ的事業の政策変遷史として年度順に並

び替えてみると、本市におけるパートナーシップ的思考の系譜を読み取ることができ

る。年度を追いながら概要を整理すると以下の様になる。 
 
¾ 昭和３０年前後に、広報まつどに掲載できない行政情報を市民に伝達するため

「市政協力員制度」がはじまると共に、市民から行政への要望や意見を受入れる

ための「市政懇談会」もはじまった。 
¾ 昭和４４年には、「市民の 市民による 市民のための市役所」や「松戸市民の

役に立つ人のいる所＝松戸市役所」の言葉を残した故松本清市長の発案により、

「すぐやらなければならないもので すぐにやり得るものは すぐにやります」

をモットーに、市民から行政への要望や意見を受入れるためのシンボルとして今

なお健在な「すぐやる課」」が組織された。 
 
ところが、市民の一部には、当時のすぐやる課の精神を曲解し、すぐやる課＝何で

もやる課＝何でもすぐやる課と考える市民が増え、プライベートな課題についてもす
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ぐやる課に依存する傾向が顕著になってきた。これに対し、行政に甘えすぎてはなら

ないと考える市民有志１８名による「すぐやる課応援団」が昭和４６年に結成され、

会員数２００名の組織として活動がなされたことは、松戸市民のパートナーシップへ

向けた力を現している。 
このことから、すぐやる課の設置からすぐやる課応援団の結成に至る経過は、本市

において、市民と行政のパートナーシップの始まりであると考えられる。 
 
¾ 昭和４７年には、「乳幼児死亡ゼロ」を目指すため「母子保健推進員制度」が開

始され、見識を持つ市民が、行政と共に健康なまちづくりを担うパートナーとし

て、地域で重要な役割を果たしてきた。 
¾ 昭和５４年には宮城県沖地震を契機に、「自分たちのまちは自分たちで守る」を

合言葉に「自主防災組織」が結成された。 
¾ 昭和５８年には子どもの本を通して、「子どもを取り巻く文化的な環境づくりと、

創造性豊かな子どもを育てる」ための「松戸親子読書会子ども文庫連絡会」が発

足しており、この時代になると市政全般においても、市民と共に取り組むように

なった事業が数多く見受けられる。 
 
その後も「松戸市幼少年女性防火委員会「公民館の自主企画講座」「地域分散型総

合防災訓練」「江戸川松戸フラワーライン実行委員会」「松戸市地域防災リーダー」「徘

徊高齢者のためのＳＯＳネットワーク」など、市民と共に取り組む施策を模索し続け

てきている。 
 
（３）トピックとしての国分川での市民参加 
こういった流れを受けて、平成９年には、鋼矢板の直壁護岸であった国分川の改修

工事を、市民参加による多自然型の川づくりとして取り組んだ。この事業は、今回作

成した政策変遷史のＷＩＴＨ事業の中で最も高評価を得ている。この事業の市民参加

の手法では、沿線住民・小中学生・河川愛護団体・公募市民・学識経験者・コンサル

タント・県及び市職員、延べ７００人によるワークショップ方式が用いられた。この

ことは、当時としては画期的な取り組みであり、社会資本整備のあり方の１つとして、

他の行政施策の模範となり、現在、本市が取り組んでいる市民と行政のパートナーシ

ップの構築という施策展開のきっかけとなった。国分川では、平成１０年に工事が開

始され、小学４年生の総合学習「国分川で学ぼう・遊ぼう・考えよう」の学習フィー

ルドとしても活用されている。ワーキングチームでは、第５回のワーキングで、国分

川改修工事の当時の担当者から、一連の事業の経緯を「国分川の改修工事を市民参加

でやってみて、事業を行政だけでやる限界を感じた。」という言葉が最も印象的であ

った。この言葉には、「世間で言われているパートナーシップ論の掌握整理」での成
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果を、包括するような深く、重要な意味が込められていると感じた。 
これら、すぐやる課の設置から始まり国分川の改修工事まで、市民と共に取り組む

という姿勢は、本市のパートナーシップの基礎となっていると考える。 
 
（４）市民と向きあう情報提供と意見聴取 
市民への情報提供や市民からの意見聴取の方法については、昭和３０年前後からあ

まり変わっていないようであったが、平成１０年頃から徐々に変わってきている。平

成１０年に策定された「エコオフィス行動プラン」は、松戸市役所としての環境問題

への取り組みを広く市民、事業者に率先して範を示すという、新しい形での情報提供

と考えられる。平成１１年には「松戸市の財政事情」を広報まつどで公表しはじめた。

平成１２年に開設された「子育て支援ホームページ」は、インターネットの双方向と

いう特徴を生かし、市民への情報提供と市民からの意見聴取を同時に行うためのツー

ルとして話題になった。平成１４年には「第２次実施計画の素案の提示」を、以前か

ら行ってきた地区懇話会等により各界代表に対して個別説明を行うという方法から、

全市民均等に提示するという方法に変えた。 
また、市民からの意見聴取、いわゆる行政が聞く耳を持つという姿勢が顕著に表れ

始めたのは、平成１２年頃からである。この年には、防災行政用無線の「よい子の放

送」の放送時間及び放送内容について、市民ニーズをつかむためのアンケートを実施

した。平成１３年には、２次実施計画の策定に際し、目標値の設定並びに市民意識調

査の設問項目に対して検討するための「行政需要市民懇話会」を、学識経験者や業界

団体に委嘱するのではなく、総合計画に関する論文を提出した公募市民だけで構成す

るという、当時では例を見ない取り組みがなされた。また「松戸市児童福祉懇話会」

「博物館友の会の設立準備会」などもこの年に設置している。 
 
（５）現在取り組んでいるパートナーシップ施策 
このように、時代の流れの中で、市民への情報提供や市民からの意見聴取の方法も

変わってきており、その結果、様々な政策の変遷の結果として、本市では現在２つの

大きなパートナーシップ施策が展開されている。 
1 つは「松戸市パートナーシップ検討委員会の設置」で、２つ目はすぐやる課によ
るパートナー講座「すぐやる課はこんな仕事をしています！」である。この２つのパ

ートナーシップ施策展開は、本市が掲げている「市民と行政が共に考え、共に汗を流

す」新しい時代のパートナーシップの構築のための、両輪として機能させていくべき

施策である。今後、本市では松戸市パートナーシップ条例の策定が予定されている。

昭和４４年のすぐやる課の設置から、松戸市パートナーシップ検討委員会の設置に至

るまでの、本市におけるパートナーシップ事業の系譜に見られる市民の主体性と、「市

民に対して画一的かつ一方的にサービスを提供する」これまでの市民との関係を超え



  
14 

 

た、公共領域の再構築を掲げているすぐやる課の将来像とが車の両輪として既に動き

出していることは、今後、松戸市パートナーシップ条例を策定する上で大きな力にな

ることが伺える。 

 
1）松戸市パートナーシップ検討委員会の設置 
本市では現在２つの大きなパートナーシップ施策が展開されている。その１つは、

「新しい時代のパートナーシップの構築に向けた基本的な理念や方針」等を検討する

ための、松戸市パートナーシップ検討委員会の設置である。同委員会は、アドバイザ

ー役である学識経験者及び専門委員が各１名と公募市民５６名により構成されてい

る。具体的な進め方は、一般的な審議会で市の事務局が行っているような、委員会の

議題、資料作成、進行、議事録についても公募市民が行い、報告書についても、市の

事務局が報告書のたたき台を作成し、審議会がこれに意見を言うというスタイルでは

なく、市長への提言書の一言一句を、公募市民が作成している。委員の報償費につい

ても、交通費のみを実費弁償するスタイルで、現在までの１年４ヶ月の間に約１７０

回・約５００時間の検討を重ねてきた力量は、昭和４６年のすぐやる課応援団から

脈々と引き継がれた市民魂であり、すぐやる課応援団の現代版として現れた、松戸市

パートナーシップ応援団であると言うことができる。 
 
２）パートナー講座とすぐやる課 
２つ目は、すぐやる課によるパートナー講座「すぐやる課は、こんな仕事をしてい

ます！」である。パートナー講座とは、松戸市が行っている事業や業務を市民に説明

し、市政に対して理解をしていただくために行うもので、用意したメニューの中から

希望のメニューを選んでいただき、希望の日に希望する場所へ市の職員が出向いて説

明する講座である。このパートナー講座のメニューの一つに「すぐやる課はこんな仕

事をしています！」があり、パートナーシップの構築に向けたすぐやる課での業務内

容等の説明を行っている。第５回のワーキングでは、すぐやる課が本市のパートナー

シップの始まりという位置付けのもと、国分川改修工事と併せて、このパートナー講

座とほぼ同じ内容の説明を受けた後に、すぐやる課での政策の変遷を学んだ。すぐや

る課は平成４４年に設置された。設置に至った背景は、当時の年間２０，０００人程

度の人口急増による都市基盤整備が遅れ、特に土木関係の要望を迅速に処理すること

が出来なくなっていた。そのため、故松本清市長が、市民の要望に対して機動性のあ

る組織が必要と判断し「すぐにやらなければならないもので すぐやり得るものは 

すぐにやります」をモットーとしたすぐやる課を設置した。すぐやる課の処理件数は、

昭和４４年１０月から平成１５年５月までに１０６，６８５件となっており、比率は

道路や側溝の補修等の土木関係が６９．５％、動物死体の処理等の清掃関係１４％、

スズメ蜂の駆除等の動物関係が８．６％、その他が７．９％となっている。パートナ
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ー講座では、すぐやる課の業務実例（Ｑ＆Ａ）で、様々な要望に対して、すぐやる課

がどう対応するかを説明しており、併せて、すぐやる課の今後に向けて、「すぐやる

課で対応すべきこと」「民間施設等の管理責任において対応すべきこと」「市民自ら対

応すべきこと」を、市民に投げかけている。この３つの領域の分け方を見ると、Ⅱ章

の世間で言われているパートナーシップ論の掌握整理で 1３分類したの調査・研究デ
ータの中の、「⑦公共領域の再構築（区分：自治体の独自領域、協働領域、市民（Ｎ

ＰＯ）の独自領域）」と共通しており、すぐやる課の先見性を改めて確認することが

できた。 
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2 松戸市職員におけるパートナーシップ意識 
本市職員のパートナーシップに関する現況意識（ゼロポイント）を把握するための

調査・研究を行った。 
以下に一連の取り組みの概況を述べる。 
 
（１） ワーキングチームメンバーの現況意識 
第１回のワーキングでは、ワーキングチームメンバーのパートナーシップへの

期待と不安のワークショップを行い、第２回のワーキングでは、その中で出され

た期待と不安それぞれの項目からキーワードを抽出して、班毎にワーキングチー

ムメンバーが抱く「パートナーシップに対する期待の図」「パートナーシップに対

する不安の図」を作成した。 
これらの図から、ワーキングチームメンバーのパートナーシップに対する期待

では、市民に期待することに「市民の自主自立への期待」や「市民ニーズとエゴ

の切り分けが進むこと」などがあげられた。また、行政担当者としての期待では

「市民ニーズを捉えやすくなること」や「改革進捗への期待」などがあげられ、

全体的に「市民と行政の関係が変わること」を期待していた。 
次に、ワーキングチームメンバーのパートナーシップに対する不安では、市民

に対して抱いている不安として「市民の行政依存に対する不安」や「市民との考

え方のギャプ」などがあげられた。また、行政担当者としての不安もかなり多く

「政策形成に時間がかかること」などの業務遂行に関する不安や「市民とのトラ

ブルに関する不安」などがあげられ、全体的に「先が見えないことへ不安」があ

るようである。 
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（２） アンケートの設問設定 
第２回のワーキングでは、アンケートの設問を設定するために、パートナーシ

ップに関する期待と不安の図の中から、それぞれについて、１名が２項目、合計

４項目を抽出して、これらを事務局で分類整理したうえで、アンケートでの設問

を設定した。 
 

職員の皆様へ！ 

パートナーシップに関する現況意識アンケート 

市民と行政とのパートナーシップに関する将来の展開を見いだしていくための現況意識調査です。 

ワーキンググループでの検討成果を選択肢にしました。設問１，２では、これらの選択肢から最も適合するものを３つ選んで下

さい。その他であれば書き込みをお願い致します。 

現在の率直なご意見をお聞かせ下さい。

問１：パートナーシップについて、今、どんな期待を抱いていますか？ ３つまでお選び下さい。 

１ 参画型社会における市民と行政の意識改革が進む     ７ 行政予算を適正に配分しやすくなる 

２ 市民参加によるまちづくりの実現への機運が高まる     ８ 地域の活性化が進む 

３ 市民と行政の自主自立が進む                  ９ 市民のエゴが少なくなる 

４ 市民と行政との信頼関係が構築される            10 その他 

５ 市民と行政の新しい関係を構築できる              （                          ） 

６ 市民ニーズを行政サービスに反映しやすくなる 

 
問２：パートナーシップについて、今、どのような不安を抱いていますか？ ３つまでお選び下さい。 

１ どのような成果が上がるのかイメージできない         ７ 行政に対する要求や仕事量が増える 

２ 施策責任の所在が不明解になる                 ８ 行政としての仕事のやり方が変わってしまう 

３ 政策形成に時間がかかるようになる               ９ 行政としての対応能力が心配 

４ 市民と行政との相互理解・信頼関係の構築が難しい    １０ 行政依存型の市民が増える気がする 

５ 市民と行政での役割分担を明確にすることが難しい    11 その他 

６ 市民と行政とでの合意形成が難しい               （                          ） 

  

問３：松戸市の「パートナーシップ構築への取り組み」について意見をお書き下さい。 

 

 

 

 
� あなたの在職年数を記入して下さい。→ （     ）年 

� 管理職の方は、所属する本部名等に○印をして下さい。 

総務企画・財務・市民環境・健康福祉・都市整備・生涯学習・消防・病院・その他 

� 管理職以外の方は、所属する課名を記入して下さい。→（          ） 

    ご協力ありがとうございました。

0305 松戸市パートナーシップ推進委員会 調査・研究ワーキングチーム

 

アンケート用紙 
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（３） アンケートの実施結果 
松戸市職員が「パートナーシップ」という言葉を聞いて、どのように思うかを

概観的に把握すると共に、今回の取り組みを庁内にアピールするために、メンバ

ーの身近な職員３６０名に対してアンケートを行った。 
実施期間は、平成１５年５月２８日から６月４日。ワーキングチームメンバー

が、ワーキングチームの主旨を刷り込んだ特性の名刺を作成し、アンケート回答

者に対して、本市のパートナーシップ構築への取り組みと、現在のワーキングチ

ームの活動を説明した上で、アンケートを依頼した。 
実施結果は、問１のパートナーシップに対する期待としては「市民と行政の新

しい関係を構築できる」や「参画型社会における市民の意識改革が進む」等に対

する期待が多かった。 
問２のパートナーシップに対する不安としては「どのような成果が上がるのか

イメージできない」や「政策形成に時間がかかる」等に対する不安が多かった。 
期待と不安共に、ワーキングチームメンバーの期待と不安とほぼ同じ傾向にあ

ることが確認できた。 
問３のパートナーシップの取り組みへの意見については、取り組み体制や取り

組み方法の提案、取り組みに対する疑問、取り組んだ際の影響、市民・行政に必

要なことなど、ワーキングチームメンバーが名刺を配布し、取り組みに関する説

明を行ったためか、様々な意見が寄せられた。 
 

＞＞＞活動内容は裏面をご覧下さい

松戸市パートナーシップ推進委員会

調査・研究ワーキングチーム委員

河川清流課 主任技師   小 林 清 
〒271-8588  松戸市根本 387-5 

電話 047-366-7359   FAX 047-369-3991 

E-mail:mckasenseiryu@city.matsudo.chiba.jp 

＜平成１５年５月設立＞

松戸市パートナーシップ推進委員会調査・研究ワーキングチーム

目 的 松戸市が、 
「市民と行政が共に考え、共に汗を流す」 

新しい時代のパートナーシップを構築し、推進していく

ためには、行政としてどのような考え方を持ち、どのよう

な庁内体制を整える必要があるか等の調査・研究をし

ています 

配布した名刺（サンプル） 

表 

裏 
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問１.パートナーシップについて、今、どんな期待を抱いていますか？３つまでお選び下さい。

問２.パートナーシップについて、今、どんな不安を抱いていますか？３つまでお選び下さい。

0 20 40 60 80 100 120 140 160

その他

行政予算を適正に配分しやすくなる

市民のエゴが少なくなる

地域の活性化が進む

市民と行政の自主自立が進む

市民と行政との信頼関係が構築される

市民ニーズを行政サービスに反映しやすくなる

市民参加によるまちづくりの実現への機運が高まる

参画型社会における市民と行政の意識改革が進む　

市民と行政の新しい関係を構築できる

0 20 40 60 80 100 120 140

その他

行政としての仕事のやり方が変わってしまう　

行政依存型の市民が増える気がする

市民と行政との相互理解・信頼関係の構築が難しい　

施策責任の所在が不明解になる　

行政に対する要求や仕事量が増える　

市民と行政とでの合意形成が難しい

市民と行政での役割分担を明確にすることが難しい　

行政としての対応能力が心配　

政策形成に時間がかかるようになる　

どのような成果が上がるのかイメージできない　

パートナーシップについて、職員はこんな風に考えています。

アンケートに取り組んだ目的 松戸市職員が「パートナーシップ」という言葉を聞いて、どのように思うかを定性的に知る。

アンケートの概要
●本アンケートの設問は、職員ワーキングチームが「パートナーシップに対する期待と不安」をテーマとした、ワークショップ
形式で検討した内容を基に作成したものです。
●アンケートの実施期間：平成１５年５月２８日から６月４日
●ワーキングチーム委員が身近な職員に配布し回収しました。（回収数：３６０件）
●アンケートの配布比率は、概ね管理職３：管理職以外７とし、管理職１１２名、管理職以外２４８名、合計３６０名の職員のご
協力をいただきました。

（注）ワーキングチーム検討の参考とするため身近な職員の考え方を聞くための定性的なアンケートであり、アンケート結果
は必ずしも全職員の意識を代表するものではありません。

（管理職+管理職以外）

（管理職+管理職以外）
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問３．松戸市の「パートナーシップ構築への取り組み」について意見をお書き下さい。　　　　　

　　　 ※（　　）内は、主な意見を要約しました。

（その１）

組織体制を構築すべ
き（組織の横断化・対応セ
クションの構築など）

市民と行政のコーディ
ネート役が必要（市民と行
政の調整役が必要など）

市民と行政が一緒に
行うべき（形だけの市民
参加から協働へ・官民一体
となった取り組みなど）

行政職員も一市民
として参加すべき
（職員も一市民として参
加すべき・職員もボラン
ティアで参加など）

特定の市民とだけ取り組ま
ないように（市民をどのように
選ぶか・かたよった市民の人選をし
ないようになど）

トップの強い意志
が必要（真の意味で実
現するためにトップマ
ネージャーの強い意志が
必要など）

取り組み体制の提案

取り組みに対する疑問

議会制度との関係は？（議会制
度との関係は・議会との関係はなど）

どこまで本気でや
る気なの？（どこま
で本気で考えているの
か・本当にやる気があ
るのかなど）

何をしたいの
かがわからな
い（目的がわから
ない・主旨が浸透
していないなど）

市長の意識は？
（市長がどうしたいの
かわからないなど）

他の自治体はどうしてい
るのか？（他市と比較してど
の程度か・先進市からの施策導
入など）

パートナーシップとい
う言葉の意味がわから
ない（意味がわからない・言
葉自体がわかりずらいなど）

市民はボランティア、行政は仕
事では信頼関係はできないので
は？（お互いの立場が違うと信頼関係が
構築しづらい・立場が違うと同じ視点に
立ちづらいなど）

簡単ではない（至難の業で
ある・難しい課題であるなど）

形骸化するの
では（形骸化し
てしまうなど）

不安である（担当
者にさせられた時不
安・現在の状態では
この先不安など）

財政基盤に限界がある（財
政力に問題・厳しい経済情勢の中
でどこまで対応できるかなど）

取り組みに対する不安

期待している
（ワーキングチーム
に期待・期待してい
ますなど）

必要である（こらから
の行政にとって必要・ま
すます必要など）

取り組みに対する期待

行政が信念を持っ
て取組む必要があ
る（きちんとした信念
が必要など）

具体案で示すべき
（イメージできる例が
ほしい・方法論までの
検討に期待など）

積極的に進めるべき
（失敗を恐れず積極的に推
進すべき）

行政側からの仕
掛けが重要（行政
による仕掛けが重要・
行政による仕掛けや手
間が必要など）

できることからゆっくりと始め
るべき（実績を積み重ね定着化する・無
理なく続けられるようになど）

取り組み方法の提案

全庁的に取組む必要
がある（行政の統一見解
が必要・職員全体で取組
むべきなど）

まずは始めるべ
き（まず始めてみる
ことが重要・とにか
くまず一歩など）
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（その２）

市民と行政がお互いに必要なこと

市民に必要なこと

市民の体質改善が必要
（行政依存・過剰要求など）

ワーキングチームコーディネーター（菅博嗣）のコメント
％値で語ることはできないが、広範な価値観や意識を集約することができた。現況としての
ゼロポイントを明らかにしたことによって、向かうべき方向を見出しやすくなった。行政と
言えども、職員の意識は決して一色ではない。この当然の状況こそが多様な市民と向き合う
ことのできる資源である。多様な市民との語らいのためにも、多様な意識の職員同士での語
らいの機会を大切にしていって欲しい。パートナーシップの実態は試行錯誤です。

行政は広い範囲から
提案・意見を拾う必
要がある（声が大きい
が多数とは限らない・市民
の協力・発案を得るなど）

安上がりに市民を使うと
思われない工夫が必要（安
上がりと思われない・市民を労力
と位置づけないなど）

行政（職員）に必要なこと

仕事の仕組み
を変える必要
がある（市民を
信頼し任せる・住
民主導・行政補助
など）

行政の意識改革が
必要（職員の意識改革
が必要・職員の意識向上
が必要など）

行政への市民参加が
必要（行政運営への市民
参加は欠かせない・各種
団体の参画など）

行政による積極的な
情報公開が必要（情報
の公開が最も重要・情報は
しっかり出すなど）

行政の体
質改善が
必要（行政
側の環境整
備・行政の改
善など）

市民と行政の信頼
関係が必要（相互理
解と信頼関係の構築・互
いに理解し合うなど）

市民と行政のお互いの
意識改革が必要（市民のみ
ならず職員も変わらなければ・
お互いの意識改革など）

市民と行政の役割分担の
明確化が必要（お互いの役
割をはっきりと打ち出す・市民
と行政の関係は今までと変わら
ざるをえないなど）

市民と行政のお互いのスキル
アップが必要（お互いに勉強してい
く・自立するための学習期間が必要など）

市民と行
政の歩み
よりが必
要（市民に
歩み寄る・市
民と行政の調
和など）

市民と行政の対等な
関係が必要（対等の立場
で議論できる風土の構築・
同じ土俵の上に立つなど）

市民のスキルアップが
必要（動機付け、学習、行動
のシステム・市民の立案など）

市民の意識改革が
必要（行政依存型市
民の意識改革・市民の
意識改革など）

市民の要求がどん
どんエスカレート
する（要求がエスカレー
ト・わがままが増長する
など）

行政の事業展開に時
間がかかる（合意形成に
時間がかかる・行政の仕事
が増えるなど）

痛みが伴う（痛みを伴
う改革であるなど）

取り組んだ際の影響
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（４） アンケート体験からの感想 
第３回目のワーキングでは、アンケート実施の体験を通して「感じたこと」「考

えたこと」「心に残ったこと」を抽出し、班ごとに分類した。 
このデータからは、アンケートを依頼する側のワーキングチームメンバーとし

て、パートナーシップに関して説明が出来なかったことへの自己反省や、職員の

中には関心を持っている職員、全く無関心な職員の双方が存在することを感じた

が、アンケート調査を行ったことによる他の職員のパートナーシップへの理解が

広まったようであった。 
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アンケート実施の体験を通して「感じたこと」「考えたこと」「心に残ったこと」
ワーキングチームメンバーが、アンケート調査での体感を抽出（●印で表示）し、分類した調査・研究データ

まつどまんじゅう班

プロジェクトＣ班

ディスカバリー松戸班

最初の一歩
●パートナーシップの認識の深さ
はともかく、何かやっているのか
な、というアピールはできたと思う
●パートナーシップに関する意
識の種はまけたのではないか

意識有り
●「パートナーシップで何に」と思っても
らうことだけでもＰＲできた
●パートナーシップは何か？との疑問が
多かった
●パートナーシップって何という疑問が
出てきたこと
●パートナーシップとは？言いながら調
査に参加してくれ、少しは意識をもって
くれたと思う

職員の意識改革
●パートナーシップに興味がでてきた人がいたこと
●我が職場がパートナーシップを組むのにふさわしい職場な
のか、否なのかを考えさせることができたと思う
●否定的、理解度の低い職員にも、世の中こういう流れであ
ると言う認識は与えられたと思う
●我が職場もそろそろパートナーシップ導入を考えなければ
ならない時期に来たという意識づけになったと思う

アンケートをしたことの効果
●好意的にアンケートに応じてくれたこと
●アンケートをすることによりパートナー
シップへの理解が少しでも広まった

本人分からず
●自分自身が説明できない？
●パートナーシップに関してまだ自分
が理解不足である点
●質問に対し知識不足のために詳し
く説明できなかった
●アンケートする側もわかっていない

相手も分からず
●職員のパートナーシップの理解不足

意識なし
●アンケートの回答をもらえな
かった人がいる事（全員回収をめ
ざしていたので）
●全体的にパートナーシップに
対して意識・認識が薄い
●問３への回答がほとんど記入さ
れていなかった事

アンケートの方法、とる方の
意識について？
●決まった人にしかアンケートをとって
いない

ワーキングチームの認識不足
●質問の内容で回答できないことがあった
●ワーキングチームに中で「パートナー
シップ」の共通認識がまだない

無関心
●関心のない人がいる
●反応がなかった
●研修としか考えられていない

否定
●市民に理解されない（ゆえに活動
への参加が少ない）
●パートナーシップ自体に否定的

パートナーシップへの反応が得られた
●ワーキングチームの目的について説明できた
●政策として注目されている
●反応があった

アンケートでのＰＲができた
●アンケートに対して質問があったから
●内容に関して質問があった
●質問されることが多かった
●問題提起はできたと思う

自己反省
●自分自身がよく理解できていないので漠然としたこ
とでしか伝えられない
●課内に留まった
●自分自身の説明不足
●自分が理解していないので（抽象的）十分なＰＲが
できなかった印象がある

パートナーシップに否定的な職員
●職員の年齢が高い（全体的に）
●実際に行っている仕事と逆行している。最初から聞く耳なし
●否定的な職員はますますかたくなな態度を硬直させたと思う

パートナーシップへの興味
●パートナーシップについてよくわからないなりに意見
を書いてくれた
●いろいろな意見がある事がわかった
●現在、行政が取り組んでいる施策が多少理解しても
らったように思う
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（５） これからの職員としてのパートナーシップの必要性 
松戸市職員のパートナーシップ意識を調査・研究してきて、ワーキングチーム

メンバーが、これからの行政職員（私）としてパートナーシップはなぜ必要なの

かを、１名が１項目抽出し分類した。 
その結果「より住民ニーズにあったサービスを提供できる」「既存の縦割り行政

から脱却するため」「小さな政府を目指すため」の３つが、これからの職員として

のパートナーシップの必要性として分類された。 
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ワーキングチームメンバーが、行政職員（私）として、パートナーシップはなぜ必要なのかを

抽出（●印で表示）し、分類した調査・研究データ

これからの行政職員（私）としてパートナーシップはなぜ必要なのか？

①より住民のニーズにあったサービスを提供することができるため
●行政職員として、事業を展開していくうえで、行政内部だけで決定し、実行していく時代は終わっ
た。時代の変化とともに、市民との協働の時である
●地域社会の成熟による公私の分担が不可欠であり、精度の高い政策が求められる上で、必要不
可欠なもの
●行政職員だけの考えでは政策に幅がでないから
●これからの松戸市を考えた場合、市民と行政が共に築くことが大切！新しい政策、新しい発想、
イマジネーションを広げて行政を進める
●市民の満足度（幸福感）を高めるため
●パートナーシップは私にとって、社会で”よりよく生きていくため”には、一方的な行政の政策はＮ
Ｏだから
●これからの行政は、費用対効果が必要となって来ます。市民ニーズを考えた政策の中で重要なも
のが、パートナーシップと言えます
●多様化する市民ニーズに対応するため

②既存の縦割り行政から脱却するため（意識改革・組織改革）
●パートナーシップは私にとって、「既存の縦割り行政から脱却」する一つのきっかけ作りである。市民
はお客様！
●パートナーシップは私にとって、上司？の意見に対抗することができる

③小さな政府を目指すため
●これからは「小さな政府（行政）」にならざるを得ない。そのためには行政と市民との役割分担の明
確化と、行政の分野でも市民が負担できる分担を明確化することが必要と思う。資源の活用
●行政と市民の新しい領域を確立するため
●ニーズに応えるには限界がある。しかし、応えない訳にはいかない
●発想の転換が必要なため
●市民の活動をいかに生かせるか
●環境の変化に対応できていないから
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Ⅳ シミュレーションファイル 

 

１ パートナーシップ事業のシミュレーション 

 
Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ章で調査・研究したパートナーシップに関する考え方を、机上での抽象的な

議論に終わらせることのないように、各委員が担当課の現況事業をモデルにして「３１」

のパートナーシップ事業のシミュレーションを行った中から気づいたパートナーシップ事

業の実現に向けた課題と課題解決に向けたヒントを整理した。 
 
２ シミュレーションの進め方と課題解決の切り口 
 
パートナーシップ事業のシミュレーションは次の手順で行った。 
 
Ａ モデルとして取り上げた現況事業の目的や手段を確認し、現況事業の課題を整理しⅠ、

Ⅱ、Ⅲ章で調査・研究したパートナーシップに関する考え方を踏まえ、市民と行政がパ

ートナーシップを組むことにより課題が解決できるか、どのような効果やメリットが期

待できるのか等を検討した。 
 
Ｂ 期待される効果やメリットを実現するためには、市民と市民、行政と行政、そして市

民と行政が、どのように役割分担で連携したら良いのかを思考して、パートナーシップ

事業としての展開を構想した。 
 
Ｃ パートナーシップ事業としての有効性や魅力等を伝えるために、新たな事業展開によ

り生まれる「市民メリット」、「行政メリット」、そして「豊かな社会像」を要約した。 
 
 
なお、このＡ・Ｂ・Ｃの各作業段階を「Ａ 動機・構成に関すること」、「Ｂ 取り組み・

展開に関すること」、「Ｃ 成果に関すること」として、パートナーシップ事業の実現に向

けた課題に向きあう際の解決の切り口とした。 
 
 
注：本概要版では３１事業の中から、平成１５年１０月２６日の市長への報告で提示した２事業（Ｃ－１・

Ｃ－４）に加えて、残りのＡ・Ｂの事業の中から各１事業を抜粋し、４つのパートナーシップ事業を取り

上げた。 
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３ シミュレーション事業の構成 
 
各シミュレーション事業は、次の文書により構成されている。 
 
①いきいきのびのびパートナーシップ絵日記 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②現況事業に向きあってパートナーシップ推進事業モデルを構想する 
 
 

 パートナーシップ推進事業モデルのもた

らす松戸市の将来像を委員のイメージで絵

日記にあらわした。 
 なお、絵は委員が自分で描いたものであ

る。 

 

●パートナーシップ方式のチェックポイント（一緒にやることで、①サービスの質・量が充実するか

②コストの低減が図られるか③ＮＰＯの特性を活かすことができるか④一緒にやるにふさわしいＮＰ

Ｏはいるか⑤関係者の意識、能力などが高まり、今後の信頼関係が深まるか 

 
 

市内小中学生 

市職員が講師として学校で川が汚れる仕組みや、その浄化対策、水辺環境の実態について説明する。 

環境学習に対する学校からの依頼が多様化（水質・生態系・歴史等）し、また増加傾向にある。

今後全ての依頼に対応することが難しいと思われる中、河川愛護団体も現在 13 団体となりつつ
あり、新事業を模索しているところである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

現況事業に向きあってパートナーシップ推進事業モデルを構想する 

〔政策の成果指標〕

〔政策〕 

きれいな水とふ

れあえるように

する 

 

〔施策〕 

川の汚れを少

なくする 
 

〔基本事務事業〕 

汚水を直接流さ

ない 

〔事務事業〕 

川をきれい

にする啓発 

〔業務〕 

川の環境学習へ

の取り組み 
 

〔活動〕 

学校教育へ

の支援 
 

 

川の環境学習 

● パートナーシップ事業としての持続性 

大切にしていきたいパートナーシップの考え方（パートナーシップ事業化実現へ向けたカギ） 

想定される課題／条件（市民・行政）（パートナーシップ事業化実現へ向けたカギ） 

※世の中で語られているパートナーシップ論（「新しい公共と自治体」から）６／１８ WS⑤ の項目・要素より 

現行事業の課題は？ 

現行事業が、対象としている市民に提供しているサービスの方法は？

現行事業が対象としているのはどういった市民か？ 

現況事業名 

政策目的体系における位置付け 

① 緑地・河川などの自然環境に満足している人の割合 
② ＢＯＤ値（75％） 

 現在実施している事業を分析
．．
し、位置づ

けと課題を明確にした。（行政主体での事業

展開の限界を認識するという意図もある） 
【記載事項】 
● 現況事業名 
● 政策目的体系における位置づけ 
● 現行事業が対象としているのはどうい

った市民か？ 
● 現行事業が、対象としている市民に提供

しているサービスの方法は？ 
● 現行事業の課題は？ 
● 大切にしていきたいパートナーシップ

の考え方（パートナーシップ事業化実現

に向けたカギ） 
● 想定される課題／条件（行政・市民）（パ

ートナーシップ事業化実現に向けたカ

ギ） 
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③パートナーシップ推進事業モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④パートナーシップ事業に向けた課題と課題解決のヒント 
 
 

川の環境学習～水辺の楽校プログラム～ 
 

パートナーシップ推進事業モデル 

パートナーシップ推進事業名 

パートナーシップ推進事業の広報 
～川の物知り博士になろう！～ 
市内河川の歴史や文化、水質、生態系などについて楽しく学びます。本事業は河川愛護団体の

協力を得て行うパートナーシップ推進モデル事業です。 
 

パートナーシップ将来像図（市民と行政モデル） 

川についての環境学習開催の

依頼により多く対応していき

たい 
 

河川浄化につながる新事

業を展開していきたい ボランティア担当室 
生涯学習情報プラザ 
 

河川愛護団体 清流ルネッサンス 
担当室 

市内の小中学校 
● 新松戸郷土資料館 
● 自然通信社 
● 松戸市理科部会 ● 川の文化を次世代につなげ

る 
● 世代間の交流を通して豊か

な人間社会の形成 
● ローカルオプティマム（地

域最適水準）の実現 
● 自分が住むまちの再発見か

ら I City MATUDOへ 

●地域貢献活動の実績を積むこと

で信頼を得て、今後、団体独自で

行う事業に協力してもらえる見込

みが出てくる。 

 

● 環境学習の依頼により多く

対応することができる。 
● 地域に密着した河川の状況

を提供することができる。 
● 子どもたちに河川の浄化対
策啓発活動ができる。 

 

この取組みで創出される豊かな社会像 

市民動機 行政動機 

市 民 行 政 

市民間 
行政間 

 現況事業から市民と行政とのパートナー

シップ事業へと事業展開することをシミュ

レーションした。市民と行政のメリットや

関係を図であらわし、パートナーシップに

よってもたらされる豊かな社会像を表現し

た。 
【記載事項】 
● パートナーシップ推進事業名 
● パートナーシップ推進事業の広報 
● パートナーシップ将来像図（市民と行政

モデル） 
 
□ 行政・市民の連携と役割、動機 
□ 中間支援組織の検討、役割 
□ 想定される行政・市民メリット 
□ この取り組みで創出される豊かな

社会像 

Ｃ－１ パートナーシップ事業名：川の環境学習～水辺の楽校プログラム～ 
 
★ パートナーシップ事業に向けた課題 
 
● 夢のある将来像が描けていない 
● （市民側の）担い手が限定されている 

 
 
 
 
 
 
 
★ 課題解決のヒント（気付き） 
 
○ 多くの市民が参加したいと思えるような魅力ある事業の将来像を検討する。 
○ 行政間、市民間の連携・役割の明確化 

 
 
 

 
あなたならどのように事業展開しますか？ 
 
                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

                                  

 パートナーシップ事業として事業展開す

る時におちいりやすい点、また、更に良い

事業としていくために工夫できるポイント

を、委員のシミュレーションを素材としな

がら議論したものを要約した。 
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シミュレーション番号：Ａ－２ 
パートナーシップ推進事業名：市民センター運営事業 
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● パートナーシップ方式のチェックポイント（一緒にやることで、①サービスの質・量が充実する

か②コストの低減が図られるか③ＮＰＯの特性を活かすことができるか④一緒にやるにふさわし

いＮＰＯはいるか⑤関係者の意識、能力などが高まり、今後の信頼関係が深まるか） 

地域で仲間を持ちたい市民や心のふれあい社会をめざす市民 

地域における交流の場としての施設の貸出 

施設の貸出業務から運営業務に変更することで、施設の改造費、人材の配置により人的、財政的

に負担増となる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

現況事業に向きあってパートナーシップ推進事業モデルを構想する 

〔政策の成果指標〕

〔政策〕 

市民とのパート

ナーシップの基

礎となる仕事を

行う 

〔施策〕 

市民主体の地域

づくりを活発に

する 

〔基本事務事業〕 

地域の活動基盤

を整備する 

〔事務事業〕 

市民センタ

ーの有効利

用を図る 

〔業務〕 

施設を提供する 

〔活動〕 

市民センタ

ーを貸出す

る 

 

市民センター管理運営事業 

● 地域における関係団体の連携・協働をどうやって実現していくのか。 
● 行政の人的財政支援をどこまで負担するのかルールの設定。 
● 施設の規模、機能は協働に十分であるか。 

大切にしていきたいパートナーシップの考え方（パートナーシップ事業化実現へ向けたカギ） 

想定される課題／条件（市民・行政）（パートナーシップ事業化実現へ向けたカギ） 

※世の中で語られているパートナーシップ論（「新しい公共と自治体」から）６／１８ WS⑤ の項目・要素より 

現行事業の課題は？ 

現行事業が、対象としている市民に提供しているサービスの方法は？

現行事業が対象としているのはどういった市民か？ 

現況事業名 

政策目的体系における位置付け 

ボランティア活動に参加する市民・団体を増やす 
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市民センター運営事業 

 
 
 
  

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

パートナーシップ将来像図（市民と行政モデル） 

（社会参加の場の提供） 

（まちづくりの参加） 

地域振興課 

高齢者福祉課（老人クラブ） 

こども課（こども会） 

援護担当室（民生・児童委員） 

在宅介護支援センター（高齢者

支援連絡会） 

社会福祉協議会（福祉団体） 

行 政 

（連絡調整） （連絡調整） 

市民センター運営協

議会 

ボランティアグループ・ 
ボランティアを志す人 

市 民 

市民間 （情報・参加機

会の提供） 

～人と人との心ふれあう社会～ 

住民主体の運営による 

・ 行事を通じてのコミュニテ

ィづくりの場の提供 

・ 自己実現のための学習の場

の提供 

・ 生活の身近な情報が発信で

きる場の提供 

を通して、コミュニティの基盤

づくりが進み、行政との協働を

実現する。 

この取組みで創出される豊かな社会像 

中間支援組織 

（社会参加） 

市民動機 

だれもが、暮らしやすい地
域社会をめざし、市民・団
体との協働活動を行い、信
頼関係を深める。 

行政動機 

● 誰もが持っている何時でも

幸せに生きていたいという社

会の構築に参加することで、生

きがいをもって生活すること

ができる。 

 

● ボランティア活動をす

る市民・団体が増える

ことによりコミュニテ

ィづくりが進み、暮ら

しやすいまちづくりの

推進が期待できる。 

想定される市民メリット 想定される行政メリット 

（情報提供） 

行政間 

ボランティア担当室 

パートナーシップ推進事業モデル 

住民同士、お互い助け合い、心ふれ合う地域社会をめざし、住民主体による福祉・環境・安全など

のまちづくりへ、あなたの力を必要としています。ボランティアとして活動しませんか。 

パートナーシップ推進事業名 

パートナーシップ推進事業の広報 

住民同士お互い助け合う
仲間づくりにボランティ
アとして活動し、生きる喜
びを感じたい。 
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Ａ－２ パートナーシップ推進事業名：市民センター運営事業 
 
★ パートナーシップ事業に向けた課題 
 
● 課題に対する検討が表現されていない。（課題がつかみきれていない） 
● 行政にとって都合の良い市民参画になっている。（市民を利用するといった視点でシ

ミュレーションを行っている） 
● パートナーシップ推進事業名から事業の将来像が見えてこない。 

 
 
 
 
 
★ 課題解決のヒント（気付き） 
 
○ 現況事業の課題の整理と市民サービスの向上を検討する。 
○ 従来の仕組み、枠組み、考え方にとらわれないよう視点を変えて検討する。 
○ 多くの市民が参加したいと思えるような魅力ある事業の将来像を検討する。 

 
 
 

 
あなたならどのように事業展開しますか？ 
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シミュレーション番号：Ｂ－１ 
パートナーシップ推進事業名：市民が決める「わが街の将来像」策定事業 
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● 計画段階から関係者と協議をつくすことによって、円滑に事業が推進される。 

● 必ず批判は官が受ける。 

 

 

 
 

実施計画策定時に実施する市民意識調査の対象については、市内全域の 20歳以上の市民である。
また、全委員を公募市民で構成した懇話会から、指標の設定に関する意見を聴取した。 

具体的なアクションプログラムの策定の節目ごとに市民の意見を求め、その結果を計画内容に反

映する手段をとっている。 

限られたタイムスケジュールの中で、行政の継続性を担保した計画づくりを実施することは、行政が

示す素案の正当性を一方通行で市民に伝えがちになる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

現況事業に向きあってパートナーシップ推進事業モデルを構想する 

〔政策の成果指標〕

〔政策〕 

市民とのパート

ナーシップの基

礎となる仕事を

行う 

〔施策〕 

社会ニーズを把握し、行政

需要の分析を行い、市民本

位の政策手段を立案できる

ようにする 

〔基本事務事業〕 

ニ ー ズ 把

握・調査・

分析を行う 

〔事務事業〕

市 民 意

識 の 把

握 

〔業務〕

計画素案に

対する意見

聴取 

〔活動〕 

広報・Ｈ

Ｐによ

る意見

聴取 

 

松戸市総合計画策定事業 

● 「計画策定に関わること」イコール「計画の推進に汗を流すこと」の意識をもった市民がどれだ
け存在するかが事業成功の明暗を分ける。 
● 従前は行政を対立軸として捉えがちであったが、限られた資源を分野毎に配分することは、市民
同士が異なる意見の持ち主を対立軸として捉えることになりかねない。その場合、相手の考えに
対してどこまで理解を深めることが出来るかが重要なポイントである。 

大切にしていきたいパートナーシップの考え方（パートナーシップ事業化実現へ向けたカギ） 

想定される課題／条件（市民・行政）（パートナーシップ事業化実現へ向けたカギ） 

※世の中で語られているパートナーシップ論（「新しい公共と自治体」から）６／１８ WS⑤ の項目・要素より 

現行事業の課題は？ 

現行事業が、対象としている市民に提供しているサービスの方法は？

現行事業が対象としているのはどういった市民か？ 

現況事業名 

政策目的体系における位置付け 

-自治意識の高い市民の数を増やす 



  
35 

 

市民が決める「わが街の将来像」策定事業 

 
 
 

 
 
  

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

パートナーシップ将来像図（市民と行政モデル） 

（日程・修正案の提示） 

（素案・修正案の提示） 

新総合計画策定委員会 
（政策調整会議） 

各本部企画管理室 

行 政 

（政策提言） （政策決定） 

新総合計画策定会議 

行政分野別ＰＪ会議 

市 民 

市民間 
（個別調整） 

公共サービスのために投入さ

れる資源は自らが納めた税金

であること、また、その使途

を決定することが自らの役割

の一つであることを再認識す

る市民が増えることによっ

て、真に望まれるサービスの

供給が可能となる。 
 

この取組みで創出される豊かな社会像 

中間支援組織 

（政策提言）

自治意識をもった市民と

して、将来の街づくりに参

画したい 

市民動機 

結果に同意を得ることよ
りも、策定経過に対して、
市民の納得を得たい 

行政動機 

● 市民間の議論を通じ
て、自らが関心を持つ分
野以外の政策について理
解することにより、個々
の自治能力が向上する。

● 利益誘導団体の構成員
としてではなく、個人と
しての市民から広範な意
見を聴取することが可能
となる。 

想定される市民メリット 
想定される行政メリット 

（情報提供） 

行政間 

政策調整課 

パートナーシップ推進事業モデル 

（仮）わが街の将来像を決める市民の会からのお知らせ 

新総合計画の策定に際し、その原案作りに私たち市民の力が求められています。松戸市の将来をど

のように子どもたちに引き継ぐべきか、一緒に考えてみませんか？会の運営方法等については、○

月○日の第 1回全体会議の場で決定しますので、ふるってご参加ください。 

パートナーシップ推進事業名 

パートナーシップ推進事業の広報 
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Ｂ－１ パートナーシップ推進事業名：市民が決める「わが街の将来像」策定事業 
 
★ パートナーシップ事業に向けた課題 
 
● 現行事業からパートナーシップ事業へ展開する際、行政間・市民間の連携、それぞ

れの役割がはっきりとしていない。 
● 中間支援組織は行政でいいのか？（有識者やコンサルは不要？） 

 
 
 
 
 
 
 
★ 課題解決のヒント（気付き） 
 
○ 行政間、市民間の連携・役割を明確にする 
○ 中間支援組織の検討、役割の明確化 
○ 将来図の中に市民が計画策定に参加するための学習やトレーニングの場を取り入れ

てみては。 
 
 
 

 
あなたならどのように事業展開しますか？ 
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シミュレーション番号：Ｃ－１ 
パートナーシップ推進事業名：川の環境学習～水辺の楽校プログラム～ 
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●パートナーシップ方式のチェックポイント（一緒にやることで、①サービスの質・量が充実するか

②コストの低減が図られるか③ＮＰＯの特性を活かすことができるか④一緒にやるにふさわしいＮＰ

Ｏはいるか⑤関係者の意識、能力などが高まり、今後の信頼関係が深まるか 

 
 

市内小中学生 

市職員が講師として学校で川が汚れる仕組みや、その浄化対策、水辺環境の実態について説明する。 

環境学習に対する学校からの依頼が多様化（水質・生態系・歴史等）し、また増加傾向にある。

今後全ての依頼に対応することが難しいと思われる中、河川愛護団体も現在 13 団体となりつつ
あり、新事業を模索しているところである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

現況事業に向きあってパートナーシップ推進事業モデルを構想する 

〔政策の成果指標〕

〔政策〕 

きれいな水とふ

れあえるように

する 

 

〔施策〕 

川の汚れを少

なくする 
 

〔基本事務事業〕 

汚水を直接流さ

ない 

〔事務事業〕 

川をきれい

にする啓発 

〔業務〕 

川の環境学習へ

の取り組み 
 

〔活動〕 

学校教育へ

の支援 

 

 

川の環境学習 

● パートナーシップ事業としての持続性 

大切にしていきたいパートナーシップの考え方（パートナーシップ事業化実現へ向けたカギ） 

想定される課題／条件（市民・行政）（パートナーシップ事業化実現へ向けたカギ） 

※世の中で語られているパートナーシップ論（「新しい公共と自治体」から）６／１８ WS⑤ の項目・要素より 

現行事業の課題は？ 

現行事業が、対象としている市民に提供しているサービスの方法は？

現行事業が対象としているのはどういった市民か？ 

現況事業名 

政策目的体系における位置付け 

① 緑地・河川などの自然環境に満足している人の割合 
② ＢＯＤ値（75％） 



  
39 

 

川の環境学習～水辺の楽校プログラム～ 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

パートナーシップ将来像図（市民と行政モデル） 

（活動の場・社会的信頼性の提供）

（地域的情報提供・人的支援） 

清流ルネッサンス 
担当室 

市内の小中学校 

行 政 

（依 頼 ） （講師派遣） 

河川愛護団体 

● 新松戸郷土資料館 
● 自然通信社 
● 松戸市理科部会 

市 民 

市民間 
（知識・情報提供 

依頼） 

● 川の文化を次世代につなげ

る 

● 世代間の交流を通して豊か

な人間社会の形成 

● ローカルオプティマム（地

域最適水準）の実現 

● 自分が住むまちの再発見か

ら I City MATUDOへ 

この取組みで創出される豊かな社会像 

中間支援組織 

（知識・情報提供）

河川浄化につながる新事

業を展開していきたい 

市民動機 

川についての環境学習開

催の依頼により多く対応

していきたい 

 

行政動機 

●地域貢献活動の実績を積むこと

で信頼を得て、今後、団体独自で

行う事業に協力してもらえる見込

みが出てくる。 

 

● 環境学習の依頼により多く

対応することができる。 

● 地域に密着した河川の状況

を提供することができる。

● 子どもたちに河川の浄化対

策啓発活動ができる。 

 

想定される市民メリット 
想定される行政メリット 

（コーディネート） 
 専門知識団体の斡旋・情報の送受信 

行政間 

ボランティア担当室 
生涯学習情報プラザ 
 

～川の物知り博士になろう！～ 
市内河川の歴史や文化、水質、生態系などについて楽しく学びます。本事業は河川愛護団体の

協力を得て行うパートナーシップ推進モデル事業です。 
 

パートナーシップ推進事業名 

パートナーシップ推進事業の広報 

パートナーシップ推進事業モデル 
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Ｃ－１ パートナーシップ推進事業名：川の環境学習～水辺の楽校プログラム～ 
 
★ パートナーシップ事業に向けた課題 
 
● 夢のある将来像が描けていない 
● （市民側の）担い手が限定されている 

 
 
 
 
 
 
 
★ 課題解決のヒント（気付き） 
 
○ 多くの市民が参加したいと思えるような魅力ある事業の将来像を検討する。 
○ 行政間、市民間の連携・役割の明確化 

 
 
 

 
あなたならどのように事業展開しますか？ 
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シミュレーション番号：Ｃ－４ 
パートナーシップ推進事業名：民間自転車駐車場を高速増殖させる事業 
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● 公共領域の再構築（区分：自治体の独自領域、協働領域、市民（ＮＰＯ）の独自領域）：公共領域

の市民化「民間でできることは民間で」仕事の配分、明確さ 

● パートナーシップ方式のチェックポイント（一緒にやることで、①サービスの質・量が充実する

か②コストの低減が図られるか③ＮＰＯの特性を活かすことができるか④一緒にやるにふさわし

いＮＰＯはいるか⑤関係者の意識、能力などが高まり、今後の信頼関係が深まるか 

 

駅から３００ｍ以内、バス停から２００ｍに５０台以上収容できる自転車駐車場を計画している市民。

自転車駐車場の建設費または、市の基準単価のいずれか低い額の３分の 1を補助する。 
（限度額１,０００万円で、鉄道事業者・バス事業者・店舗用の自転車駐車場を除く） 

自転車駐車場の民営化を促進するために、地主に対して建設に関する営業活動や、建設後の維持管理

を含めたマネージメントに関するアフターサービスを、決め細やかに実施するだけの専門的なスキル

を持った人材を配置することは困難なため、当制度の利用者が少ない。また、鉄道事業者・バス事業

者・店舗用の自転車駐車場が対象外となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 

現況事業に向きあってパートナーシップ推進事業モデルを構想する 

〔政策の成果指標〕

〔政策〕 

誰もが安心して

スムーズに動く

ことができるよ

うにする 

〔施策〕 

公共交通を利用

しやすくする 

〔基本事務事業〕 

乗り換えを円滑

にする 

〔事務事業〕 

駐輪場整備

事業 

 

〔業務〕 

民間駐車場育成 

〔活動〕 

補助金支出 

 

民間自転車駐車場育成事業 

● 当該市民（個人・団体）と行政担当部署が、事業目的を共有理解すること。 
● 当該市民が、必要とされる能力や手段を備えているか。 
● 行政担当部署のパートナーシップ精神を踏まえた対応力。 
● 民営自転車駐車場が促進された後に、民間を圧迫する市営自転車駐車場をスムーズに撤退できる
か。 

大切にしていきたいパートナーシップの考え方（パートナーシップ事業化実現へ向けたカギ） 

想定される課題／条件（市民・行政）（パートナーシップ事業化実現へ向けたカギ） 

※世の中で語られているパートナーシップ論（「新しい公共と自治体」から）６／１８ WS⑤ の項目・要素より 

現行事業の課題は？ 

現行事業が、対象としている市民に提供しているサービスの方法は？

現行事業が対象としているのはどういった市民か？ 

現況事業名 

政策目的体系における位置付け 

移動時間を減らす 
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民間自転車駐車場を高速増殖させる事業 

 
 

 
 
  

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

パートナーシップ将来像図（市民と行政モデル） 

（ＮＰＯ法人の社会的信用性の提

供・地主への建設費補助） 

（民間駐車場経営希望者の紹介） 

安全課 

市民活動サポートセンタ

ー・生涯学習情報プラザ・

商工観光課・都市計画課 

行 政 

（ＮＰＯや経

営者の紹介） 
（ＮＰＯや経

営者の照会） 

（仮称）NPO法人ち
ゃりパーキング２１ 

駅周辺等の地主・鉄道事業

者・銀行・商店会 

市 民 

市民間 （建設のアドバ

イス・維持管理）

多様なスキルを持った市民

による積極的な営業活動が

市内で展開され、駅周辺のみ

ならず、バス停や商店街等、

市内のいたるところに自転

車を駐車する環境が整備さ

れる。自転車利用者が増加

し、マイカー利用者が減少す

ることにより、環境にやさし

い都市まつどの一翼を担う。

この取組みで創出される豊かな社会像 

中間支援組織 

（管理委託） 

不動産や経理に関する知

識や、営業の経験を地域社

会に役立てたい。 

市民動機 

自動車の駐車場のように、
自転車駐車場についても
市場原理によるサービス
形態を構築するため、自転
車駐車場の民営化を促進
したい。 

行政動機 

● 行政との協働の場を得て活動実

績を積むことによりＮＰＯとして

の「社会的な信用」を獲得するこ

とができる。 
● スキルのある市民が社会貢献の

機会を獲得することができる。 
● 地主からの継続的な財源が確保

されＮＰＯの活動の継続性が担保

される。 
● 競争原理によるサービスの多様
化や、価格競争により利用料金に

市場原理が生まれる。 

● 市場原理によるサービ
スが生まれる。 
● 多様なスキルを持った
市民による社会貢献活動
が活発になる。 
● 民間自転車駐車場経営
者・ＮＰＯ法人からの担
税力が増える。 
● サービス水準をアップ
させた上に、行政コスト
が大幅に削減できる。 

想定される市民メリット 
想定される行政メリット 

（民営化促進と市営駐車

場撤退の調整・決定機能）

行政間 

（仮称）民間自転車

駐車場陪審員の会 

パートナーシップ推進事業モデル 

自転車駐車場の民営化を促進するため、市では自転車駐車場の建設費の補助を行っております。建

設に関する相談や、建設後の収支に関するシミュレーションをご希望の地主さんは、お電話下され

ばＮＰＯ法人ちゃりパーキング 21がお宅まで出張しますのでお気軽にお電話下さい。 

パートナーシップ推進事業名 

パートナーシップ推進事業の広報 
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Ｃ－４ パートナーシップ推進事業名：民間自転車駐車場を高速増殖させる事業 
 
★ パートナーシップ事業に向けた課題 
 
● 市民が投資するメリットがあるのか。 
● （市民側の）担い手が存在するのか。 

 
 
 
 
 
 
 
★ 課題解決のヒント（気付き） 
 
○ パートナーシップを組む双方のメリットを検討する。 
○ パートナーシップを組む担い手を検討する。 

 
 

 
あなたならどのように事業展開しますか？ 
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Ⅴ ワーキングチームからのメッセージ 

  
 私たちワーキングチームは、新しい時代のパートナーシップを構築し推進するために、行政とし

てどのような考え方を持ち、どのように庁内体制を整える必要があるかを調査・研究にすることを

目的にスタートした。 
 はじめは、私たち自身が「パートナーシップって何？」という次元であったが、調査・研究のプ

ロセスにおいて、ワークショップを活用し、まず「パートナーシップへの期待と不安」というテー

マで期待と不安の構造化を行うとともに、職員の意識を探る為のアンケートを実施した。また、各

課のパートナーシップ的政策変遷史により、本市におけるパートナーシップ的事業の足跡をたどり、

その現状を認識するとともに、解決すべき課題を考察した。さらに既存事業をパートナーシップ事

業へ構築していく提案を行い、具体的に事業展開した場合の課題をワークショップで議論し、これ

を繰り返すことにより、論点がより鮮明となり理解が深まった。また市民活動の現場で汗を流す人

たちと接し、対話・交流を重ねていくことがパートナーシップ的事業を進めていく上で、大切な姿

勢であることに気付かされた気がする。 
このような体験を通して私たちは、「自治体にとってパートナーシップこそが生きる道」であり、

新しい公共の世界を拓いていくためには、行政組織と職員一人一人の「変革」が求められていると

いう認識に立つことができた。 
そこで私たちワーキングチームは、パートナーシップを推進していく上で３つのメッセージ

を発信する。 
 
１ 行政として求められるスタンスと考え方 
行政は、市民の意見をくみ取り、共に考え、共に汗を流し、自主自立を尊重し、行政主導と

ならないように対等の立場で協調していく。そのためには行政の持っている情報を市民に積

極的に公開し、情報共有するとともに、これまでの公共領域を見直して市民と行政の役割を

あらためて明確にする必要がある。 

 
２ 実現に向けて求められる庁内体制 
庁内のパートナーシップに取り組む温度差を解消するために、各課での情報の共有化を速や

かに図るとともに、人材を育成することで組織の抜本的改革を強く進め、職員の意識を活性

化させる。 
 
３ 職員個人として備えたい資質・センス・意識 
行政のプロとしての知識や経験のみならず、市民の一員であるという意識を持ち、市民ニー

ズに柔軟に対応する意欲と行動力が必要である。 

 

上記の点を踏まえて職員の研修においては、さまざまな NPO やボランティア団体への職員派遣を

行うことにより、意識や知識を醸成するための制度を創設し、パートナーシップを実現していくう

えで必要な財産となる行政スタッフを育成していくことを、一案としてここに提案する。 
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１－１ 行政として求められるスタンスと考え方 

 

 行政は、市民の意見をくみ取り、共に考え、共に汗を流し、自主自立を尊重し行政主導とな

らないように対等の立場で協調していく姿勢が必要であり、その為には、行政が持っている情

報を包み隠さず公開するとともに、積極的に情報発信していく必要がある。 
 また、公共領域を見直すとともに市民と行政の役割を明確化した上で、評価システムを確立して、市民に対して

その事業の評価や達成率を明確にし、事業経過を公表し、新たな事業に展開していくことが必要である。さらに各

地域住民のニーズに対応する為の形態の選択を行いローカルオプティマム（地域最適水準）をパートナーシップで、

再構築するという考え方が必要である。 

 

【スタンスと考え方】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

スタンス（行政の姿勢） 
・市民の意見をくみ取り 反映していく・自

主自立を尊重市民の意見をくみ取り、反映し

て・共に考え、共に汗を流す・市民と行政の

役割を明確化・公共領域の見直し行政と市民

の信頼関係を築きあげ、行政主導型にならな

い・パートナーシップで、再構築する 

考え方（求められる尺度） 
（市民との協働）・（市民の意見をくみ取

り反映していく）・（共に考え、共に汗を

流す）・（行政と市民の信頼関係を築きあ

げ行政主導型にならない）・（自主自立を

尊重）・（対等の立場、協調、提携）・（市

民への情報網） 

市民と行政とのパートナーシップを実現するために 

実現のために必要な具体的手段 
市民への情報提供・行政が所有しているあらゆる情報

を的確に伝える・モデルを創造・市民と行政の領域を
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2－１ 実現に向けて求められる庁内体制 
パートナーシップを構築するために必要な庁内体制は、他の部署で実施しているパートナー

シップ事業を学習（研修）を行なうことなどにより、庁内の温度差を解消し、情報を管理職等

のみで共有せずに横の連携を整え職員同士で体験の成果と知識を共有する。 
また、古い体質を変えるには、中間管理職の体制を抜本的に見直し、上下に関係なく職員が

意見を交換することのできる組織体制や意識の改善を行い、市民と向き合いながら仕事するこ

とにより、パートナーシップ的意識を活性化させる。 
 
 
【庁内体制】 
 
 
 
 
                          
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                          
 
 
 
 

・職員研修 
・スキルアッ

プにより実務

のレベルを向

職員がパートナーシップ意識を持てるようにする 

・意識改革 
・横の連携 
・組織横断的な

事業の推進 

・分かりやすい

組織づくり 
・中間管理職の

体制を抜本的

古い体質を変える 上下に関係なく職員が

意見を交換ができる 

マネジメント/組織/人事 組織風土 人材育成 

市民と向きあいながら仕

事をすることのできる人

（職員）づくりをする 

・横断的な組織

体制づくり 
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３－１ 職員個人として備えたい資質・センス・意識 
 
 プロフェッショナルの公務員として、日々の市民とのコミュニケーションこそが顧客サービスの

基本であるという認識を新たにする。そして「現場」が、政策立案と実施の原点であることに立ち

返って高度化、専門化する政策ニーズに応えられるよう、常に向上心と改革意欲を持って仕事に取

り組む姿勢を持つ。また、行政のプロとしての知識や経験に加えて、市民の一員であるという意識

を持ち、市民ニーズに柔軟に対応する意欲と行動力を持つ。 
 
 
【資質・センス・意識】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

パートナーシップによる政策立案と実施の 
プロフェッショナルとなる 

行政のプロフェッショナルで

あることと市民の一員である

ことを両立させる 

・プロ意識 
・民官協働 
・現場主義 
・市民は顧客 
・改革意欲 

・職員も市民 
・自己実現 
・行動力 
・パートナーシ

ップへの理解

プロの公務員として 市民の一員として 




